地方独立行政法人京都市産業技術研究所受託研究実施要綱
（目的）
第１条　この要綱は、地方独立行政法人京都市産業技術研究所（以下「研究所」という。）が、京都市に事業所を有する中小企業又は中小企業団体等（以下「委託者」という。）から委託を受けて実施する研究について必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２条　この要綱において、次に掲げる用語は次の定義によるものとする。
⑴　「受託研究」とは、研究所が委託者から委託を受けて実施する研究で、これ　

　に要する経費を委託者が負担するものをいう。
⑵　「知的財産権」とは、次に掲げるものをいう。
　　ア　特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権、実用新案法（昭和３４
　　　年法律第１２３号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和３４年法律第１２５号）
に規定する意匠権
　　イ　特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受け
　　　る権利、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利
　　ウ　著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラムの著作物及びデータ

ベースの著作物（以下「プログラム等」という。）の著作権
　　エ　日本国外における本号ア、イ及びウに掲げる各権利に相当する権利
　　オ　秘匿することが可能であって、かつ、財産的価値を有する技術情報のうち、研究

所と委託者が協議して指定したもの（以下「ノウハウ」という。）。
⑶　「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権の対象とな
るものについては考案、意匠権及びプログラム等の著作物の対象となるものについて
は創作並びにノウハウの対象となるものについては案出をいう。

⑷　知的財産権の「実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第２条第３項に定める行為、意匠法第２条第３項に定める行為、プログラム等の使用及び著作権法第２１条、第２３条、第２６条から第２８条に規定する権利を行使する行為並びにノウハウの使用をいう。
（委託者）
第３条　受託研究の対象となる委託者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
　⑴　京都市に事業所を有する中小企業者及び当該中小企業者を構成員とする中小企業団体等（任意団体を含む。）

　⑵　研究所が、受託研究を遂行することにより、新技術や新製品の開発等の成果が京都市内の中小企業の振興に寄与することができると研究所の理事長（以下「理事長」という。）が認めた企業等　

⑶　研究所が、受託研究を遂行することにより、研究所の技術の向上が図られる又は新しい知見が得られることにより技術革新に繋がる等と理事長が認めた企業等
（依頼）
第４条　研究所に研究を委託しようとする委託者は、受託研究依頼書（第１号様式）を、理事長に提出しなければならない。
（決定）
第５条　理事長は、前条に規定する受託研究依頼書の提出があったときは、第３条各号に該当することを確認のうえ、受託研究の実施の可否を決定しなければならない。
２　理事長は、前項の規定により受託研究の実施を決定したときは、受託研究実施通知書（第２号様式）により依頼者に通知する。
３　理事長は、第１項の規定により受託研究を実施しないと決定したときは、文書で依頼者に通知しなければならない。
（契約の締結）
第６条　理事長は、前条第１項の規定により受託研究を実施すると決定したときは、速やかに、別に定める受託研究契約書を基本として、受託研究を実施する委託者と受託研究に関する契約を締結しなければならない。

（期間）

第７条　受託研究は、研究を開始した年度から起算して５年を限度として複数年契約を締結することができる。ただし、理事長は、受託研究の進捗状況その他必要があると認められるときは、期限を延長することができるものとする。
（研究経費）
第８条　委託者は、受託研究に要する経費として、別に定める受託研究費算定基準に基づく受託研究費を負担するものとし、これを理事長が定める期限までに納入しなければならない。　

２　理事長は、原則として納入された受託研究費を還付しないものとする。

（受託研究の中止又は期間の延長）
第９条　理事長は、天災その他やむを得ない事由があるときは、委託者と協議のうえ、受託研究を中止し、又は研究実施期間を延長することができる。
（契約の解除）
第１０条　理事長は、委託者が負担する研究経費を所定の入金期日までに納入せず、催告後３０日以内に納入しないときは、受託研究契約を解除することができる。
２　理事長は、次の各号のいずれかに該当し、催告後３０日以内に是正されないときは、受託研究契約を解除することができるものとする。
⑴　相手方が受託研究契約の履行に関し、不正又は不当の行為があったとき。
⑵　相手方が受託研究契約に違反したとき。
（受託研究の報告）
第１１条　理事長は、受託研究終了後、速やかに受託研究の成果を受託研究成果報告書（第３号様式）を作成し、委託者に提出するものとする。
（研究成果の公表）
第１２条　理事長は、受託研究の成果を、委託者と協議のうえ、委託者の業務に支障がないと認められる範囲内で公表することができるものとする。

（知的財産権の取扱い）
第１３条　受託研究において発明等が生じた場合における知的財産権は、原則として、別に定める地方独立行政法人京都市産業技術研究所職員の職務発明等に関する要綱により、研究所又は発明者たる研究所の研究担当者に帰属するものとする。
２　前項にかかわらず、受託研究における発明等に委託者の寄与が認められる場合には、協議により、研究所又は発明者たる研究所の研究担当者及び委託者との共有とすることができる。
（実施契約）
第１４条　理事長は、研究所にその全部又は一部が帰属した知的財産権を委託者又は第三者が実施する場合は、実施する者と実施契約を締結し、実施料を徴収するものとする。
２　理事長は、第１３条第１項又は第２項の規定により研究所にその全部又は一部が帰属した知的財産権について、委託者又は委託者の指定する者に限り、受託研究が完了した日から５年を超えない範囲内において独占的に実施させることができる。ただし、この期間は必要に応じて更新することができる。
（その他）
第１５条　この要綱において別に定めることとされている事項及びこの要綱の実施に関し必要な事項は、理事長が定める。
　　
　附　則　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

　　附　則

この要綱は、平成２７年３月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

